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至 令和05年03月31日

一般社団法人 日本ＣＦＯ協会



（単位：円）

貸借対照表
令和05年03月31日 現在

一般社団法人 日本ＣＦＯ協会

資産の部

科目 金額

【流動資産】 231,279,654

現金及び預金 223,514,840

貯蔵品 630,900

未収入金 7,514,467

前払費用 621,225

未収会費償却引当金 △1,001,778

【固定資産】 7,261,112

有形固定資産 1,144,011

建物附属設備 1,039,651

工具器具備品 104,360

無形固定資産 24,667

ソフトウェア 24,667

投資その他の資産 6,092,434

長期前払費用 670,834

敷金 5,421,600

資産の部合計 238,540,766

負債の部

科目 金額

【流動負債】 28,240,135

未払金 15,426,244

前受金 12,206,700

預り金 54,391

未払消費税等 482,800

未払法人税等 70,000

負債の部合計 28,240,135

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 210,300,631

利益剰余金 210,300,631

その他利益剰余金 210,300,631

繰越利益剰余金 210,300,631

（うち当期純利益） 19,937,648

純資産の部合計 210,300,631

負債・純資産の部合計 238,540,766



（単位：円）

損益計算書

自 令和04年04月01日

至 令和05年03月31日

一般社団法人 日本ＣＦＯ協会

科目 金額

【売上高】

入会金収入 4,995,000

会費収入 70,204,720

受験収入 35,153,115

認 定 収 入 7,834,087

セミナー収入 338,214 118,525,136

【売上原価】

団体加盟費 492,174

フォーラム・セミナー費 6,210,893

広報活動費 22,043,080

啓蒙活動費 3,532,704

編　集　費 10,790,360

試験制作費 5,951,500

試験実施費 11,176,854

合計 60,197,565

売上総利益 58,327,571

【販売費及び一般管理費】 38,322,073

営業利益 20,005,498

【営業外収益】

受取利息 1,658

雑収入 492 2,150

【営業外費用】

経常利益 20,007,648

【特別利益】

【特別損失】

税引前当期純利益 20,007,648

法人税等 70,000

当期純利益 19,937,648



（単位：円）

販売費及び一般管理費内訳書

自 令和04年04月01日

至 令和05年03月31日

一般社団法人 日本ＣＦＯ協会

科目 金額

【販売費及び一般管理費】

運営委託費 12,792,000

外注費 8,858,080

会議費 1,269,029

諸会費 115,000

水道光熱費 333,144

備品・消耗品費 834,191

旅費交通費 1,822,894

支払手数料 681,475

支払報酬 1,100,000

租税公課 500,300

荷造運賃 116,046

地代家賃 6,777,000

新聞図書費 21,471

未収償却引当金繰入額 1,051,373

減価償却費 1,743,104

雑費 306,966

販売費及び一般管理費合計 38,322,073



（単位：円）

株主資本等変動計算書
自 令和04年04月01日

至 令和05年03月31日

一般社団法人 日本ＣＦＯ協会

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 当期首残高 190,362,983

当期変動額 当期純利益 19,937,648

当期末残高 210,300,631

株主資本合計

当期首残高 190,362,983

当期変動額 19,937,648

当期末残高 210,300,631

純資産の部合計

当期首残高 190,362,983

当期変動額 19,937,648

当期末残高 210,300,631



個別注記表

自 令和04年04月01日

至 令和05年03月31日

一般社団法人 日本ＣＦＯ協会

重要な会計方針に係る事項に関する注記       

  固定資産の減価償却の方法　　　　　　　　     

   有形固定資産・・・・・法人税法の規定による定率法　　　　　　　　　　　　　　　　　    

   無形固定資産・・・・・法人税法の規定による定額法　    

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

       

  引当金の計上基準　　　　　　　　　　　　     

   未収会費償却引当金　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　    

   　会費未収金の償却による損失に備えるため、過去の償却実績率により　　　　　　　　　    

   　回収不能見込額を計上しております。　    

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

       

  その他計算書類作成のための基本となる重要な事項　　　　　     

   　消費税及び地方消費税の会計処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

   　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    


